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特定非営利活動法人 lla lar ia I{o llore Jaoan

1 事業の成果
米国の対外援助機関 USAIDの事業打ち切りに伴う人道支援活動への影響が懸念される中、2025年 8

月に開催の第 9回アフリカ開発会議 (TICAD9)に 向け、マラリアノーモアジャバン (MNMJ)は 、ア

ドボカシー、コミュニケーションおよび連携促進の相互に繋がる活動を 3本柱として、これまでに築き

上げてきた国内外のステークホルダーとの連携を深化させ、マラリア対策強化へ向けた活動を実施した。

主な成果として、①TICAD9に向けたハイレベル会議を衆議院第一議員会館国際会議場で 2025年 3月

にマラリア対策アフリカ・リーダー・アライアンス (ALMA)の事務局長をボツワナより招聘し開催、5

つのセッションで構成された会議には、政府や国際機関、企業、NGO、 市民社会の代表が一堂に会し、

エイズ 。結核・マラリアの 3大感染症の対策や気候変動・紛争に起因する健康危機への対応について議

論。アフリカを含めたユニバーサル・ヘルス・カバレッジ (UHC)の実現に向け、マルチセクター連携

による支援の可能性を探る機会となった。また、②アジア・太平洋地域における米中対立が激化する中、

安全保障上の重要性が高まるパプアニューギニア(PNG)は同地域で最もマラリアが流行している国の一

つでもある。日本政府が、自由で開かれたインド太平洋戦略 (FOIP)の実現に向け、PNGを含む同志国

との連携強化を 2022年に表明し、2024年 7月 の第 10回太平洋・島サミット (PALM10)では、太平洋

諸島フォーラム (PIF)の 「2050年戦略」に定められた 7分野に沿って、「人を中心に据えた開発」「資

源と経済開発」「気候変動と災害」「技術と連結性」など7つの重点協力分野が設定され、支援を実施して

いる。こうした日本のPNGへの重点協力分野に基づき、日本から民間企業の技術力と研究機関の専門性

と経験を活用した新たなマラリア対策を提案することを目的に日本のマラリア専門家による PNG訪間
を 10月 に実施、またPNGの保健次官を日本へ招き日本からの支援の可能性を考える勉強会を衆議院第

1議員会館で 12月 に開催した。③アカデミアやメディアなどと連携をして、広く一般市民に対してもグ

ローバルヘルスの重要課題の一つとしてのマラリアの認知を高めることや、引き続き、気候変動と健康

のネクサスに焦点を当てた広報に努め、朝日新聞 withPlanetなどにおいて関連記事が掲載されるなど一

定の成果を得た。④マラリア対策に寄与する新規技術・製品開発普及の支援を継続、日本企業によるR&D

投資の拡大に向け、多セクター連携の橋渡しなどを引き続き実施した。⑤第 12回ゼロマラリア賞は「奨

励賞」として SORATechnol%y株 式会社に授与、開発中の蚊の幼虫源管理技術の製品化と現地実装がで

きればゼロマラリア達成に向けた新たなベクター・コントロール技術として補完的ソリューションの一

つとなり、その将来への期待は高いと評価。また、現地でのドローン・AI専門人材の育成にも取り組む

など社会課題解決を通じた現地雇用創成にも取り組んでおり、その期待されるインパクトは大きいと評

価されての受賞となった。⑥そのほか、年間を通じたマラリア啓発活動を継続的に実施した。



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【24,528】 千円)
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の継続的なマラリア対策実施
とその強化、国際連携および分
野横断的な協調の必要性につ
いてアドボカシー活動を通じ
日本政府に働きかけを重ねた。
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マ ラ リア
に関す る
普及啓発
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リカのマラ 1

「伝統的なパ
日本への期待

【情報発信】
グローバルヘルスの重要課題
の一つとしてのマラリアの日
本国内における認知を高め、
日本のマラリア対策の促進に
寄与する目的で、気候により
負の影響を受けやすい蚊が運
ぶ病気とは何かをわかりやす
く広く一般市民に伝えるとと
もに、気候変動など幅広い視
野を持つことの重要性と他分
野と連携をして地球規模課題
の一つであるマラリアヘの関
心を高め、その対策に取り組
むことの重要性について情報
発信に努めた。
1)メ ディアと連携をして広
く一般市民に対してマラ
リア対策の重要性の認知
を拡大・深化に努め、取材
への協力などを実施、朝
日新聞デジタル 「宙 th
Planet」 などで記事とし
て掲載された。①朝日新
聞 with Planet lマ ラリア
撲滅「経済成長にも寄与」
英 N00が語る今取り組む
重要性」②朝 日新聞社
with Planet「 アフリカの
健康危機、どう伝える'TICDを前に討論」 ③朝
日新聞 with Planet「 アフ

リア撲滅ヘ
|― トナー」
とは」

2)最新のマラリアに関する
情報を提供するために、
① ウ ェ プ サ イ トや
Facebookな どの SNSおよ
びメルマガで情報発信、
ニュースレターや年次報
告書の配布などを実施し
た。②冊0世界マラリア報
告書 2024のプリーフィン
グキット「グローバルメ
ッセージ」を日本語翻訳
して冊子を作成し配布。
③マラリア対策に関する
世界のニュースを日本語
に翻訳してウェプサイ ト
上で紹介した。例えば、
ⅢⅢKの報告書「マラリア
の「配当」 (アフリカでゼ
ロマラリアが達成した場
合の経済効果を調査の公
表)を 受け日本語訳をし
てタイム リーに発信 し
た。

1'  く:L)
R6年
8月 2
日 ②
R7年
3月 25
日 ③
R7年
5月 13
日
2)①
通年
②通年
(報 告
書 R6
年 12
月 公
表)
③随時

1)朝 日
新聞デ
ジタル
with
Planet
2)

①・③
MNM:J
WEBサ
イト
https:〃

www.m
alanan
olnore.1

っ/や
FacebO
ok掲載

1)

①‐③
3名
2)

①・③
3名

鞘 P
聞デジ
タル
with
Planet
閲覧者
の不特

発う
介とす
る感染
症マラ
リア制
圧に関
心があ
る日本
全国の
個人・団
体で弊
冊Bサ
イト閲
覧者お
よびニ
ュース
レター
や冊子
など資
料を手
にした
不特定
多数

1)①‐③
朝日新
聞デジ
タル wi
th Plan
et閲覧
者の不
特定多
数
2)①‐③
蚊を媒
介とす
る感染
症マラ
リア制
圧に関
心があ
る日本
全国の
個人・団
体で弊
WEBサ
イト閲
覧者お
よびニ
ュース
レター
や冊子
など資
料を手
にした
不特定
多数

3 192

マ ラ リア
に 関 す る
普 及 啓 発
事業

【ゼロマラリア貫】
日本国内でのマラリアに対す
る意識向上を目的に「ゼロ・マ
ラリア賞」の公募・表彰を毎年
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Malaria Experience」 公開
を紹介 ④ⅧO世界マラリ
ア報告書 2024に 関する
ⅧWSと MNMJ連携しコメ
ントを発信



定 款 に記
載された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円 )

途上国で
のマ ラ リ
ア問題解
決 に資す
るための
支援事業

【企業等連携促進】
アジア太平洋地域やアフリカ
を中心としたマラリア蔓延地
域におけるマラリア対策を促
進するため、日本の民間企業の
技術や事業、日本からの貢献が
マラリア排除に資するよう
様々な側面で支援した。

1)日 本経済新聞が主催する日
経・FT感染症会議 マラリア・
コンソーシアム (通称マラリア
部会)に同部会の設立以来、N∞
として参加。本部会にて進めら
れているアジアタスクフォー
ス (タイやラオス)とアフリカ
タスクフォース (ケニア)の産
官学民連携促進の後方支援に
努めた。
2)2030年 までにアジア太平洋
地域全体でマラリアを制圧す
るという共通の決意を再確認
する目的で、インドネシア政府
は、アジア太平洋リーダーズマ
ラリア連合 (APLMA)と 協力し、
第 9回マラリア制圧アジア太
平洋リーダーズサミットを開
催 。  “Unity in Actio■
Towards Zero Malaria ``をテ
ーマとし、政治指導者、専門家、
関係者が一堂に会し、保健シス
テムの強化や公平に資源を動
員するための革新的な戦略に
焦点を当て、アジア太平洋地域
全体でマラリアに取り組むた
めの統一的なアプローチ :強力
な政治的リーダーシップ、地域
協力の強化、持続可能な資金調
達という 3つの重要分野を中
心に議論がなされ、同サミット
ヘMNMJも 参加した。

1リ マ ラ |

リ ア 部 |

会 :R61
年 7月 |

25日 、 |
第 11回 |

日 経 ・ |

FT感染
|

症会議 :|
R6年 101
月 22日 |

‐23日  |
2)R7年

|

6月 161
日、 171
日    |

1リ  ノヽ  シ
フイコ横
浜および
オンライ
ン
2)バ リ、
インドネ
シア

l,2名
2)1名
1,タ イ
やラオス
を中心 と
したアジ
ア太平洋
地域にお
けるマラ
リアに苦
しむ不特
定多数の
現 地 住
民、およ
び、ケニ
アを中心
とした東
アフリカ
のマラリ
アに苦し
む不特定
多数の現
地住民
2)ア ジ
ア太平洋
地域のマ
ラリアに
苦 しむ不
特定多数
の現地住
民

1'タ イ
やラオス
を中心と
したアジ
ア太平洋
地域にお
けるマラ
リアに苦
しむ不特
定多数の
現 地 住
民、およ
び、ケニ
アを中心
とした東
アフリカ
のマラリ
アに苦し
む不特定
多数の現
地住民
2)ア ジ
ア太平洋
地域のマ
ラリアに
苦しむ不
特定多数
の現地住
民

1,788



決 算 報 告 書

第 13期

自 2024年 7月 1日

至 2025年 6月 30日

Ma I a r i a No Mo r e J a p a n

東京都千代田区麹町3-7-4
秩父屋ビル8F



活 動 計 算 書

Ma I a r i a No Mo r e J a p a n
[税込](単位 :円 )

自 2024年 7月 1日  至 2025年 6月 30日
願覇頂I「
~~~~~~~

【受取会費】
正会員受取会費
【受取寄付金】
受取寄付金
【受取助成金等】
受取助成金
:事業収益】
事業 収益
【その他収益】
受取 利息
雑 収 益
経常収益 計

【経常費用】
【事業費】
(人件費)
給料 手当 (事業)
通 勤 費 (事業)
法定福利費 (事業)

福利厚生費 (事業)

人件費計

(その他経費 )

業務委託費

印刷製本費 (事業)

会 議 費 (事業)
旅費交通費 (事業)
広告宣伝費 (事業)

通信運搬費 (事業)

消耗品 費 (事業)
地代 家賃 (事業)
減価償却費 (事業)

保 険 料 (事業)
諸 会 費 (事業)
支払手数料 (事業)

為替 差損
その他経費計

事業費 計
【管理費】
(人件費)

給料 手当
法定福利費

人件費計

(そ の他経費)

会 議 費
旅費交通費

通信運搬費

消耗品 費
地代 家賃
支払報酬

諸 会 費
租税 公課
支払手数料
その他経費計

管理費 計
経常費用 計
当期経常増減額

【経常外収益】
経常外収益 計

160,000

21,484,771

10,529,905

430

3,072

6 511

7,200,000

150,180

426,112

14,656

9 583

24,528,551

32,184,689

7,790,948

3,120,000

196,371

1,902,091
4,542,714

1,683,493

497,888

34,064
660,000

15,762

17,700

52,000

4,014,843

677

16 737 603

2,400,000

406,822

___ム型ユ望生

12,536

146,478

860

42,335

660,000

748,000

13,200
2,000

215 248

29 176 030

3,008,659

840 657

4 647 479

0



活 動 計 算 書

Ma lar ia No More Japan
[税込](単位 :円 )

自 2024年 7月 1日  至 2025年 6月 30日
【経常外費用】   ~~~
経常外費用 計
税引前当期正味財産増減額
当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

0

3 008,659

3,008,659

11 317 985

__型壁墨聖塁



貸 借 対 照 表
Malaria No More Japan [税込](単位 :円 )

2025 6月 30日 現在全

資 産 の 音 負 債 の 音
科   日 今  額 科   目 金  額

流動

の

476 995

金
金

払
り

未
預

382,289
94,706

14 326 644

正

正

前期繰越正味財産額
当期正味財産増減額

11,317,985
3,008,659

【流動資産:
(現金・預金)
現   金
普通 預金
現金・預金 計
(その他流動資産)
前 渡 金
前払 費用
仮 払 金
その他流動資産 計
流動資産合計
【固定資産】
(有形固定資産)
什器 備品
減価償却累計額
有形固定資産 計
固定資産合計

378,300
△  15,762
362,538
362,538

42,890
11,830,571
11,873,461

2,031,307
104,333
432,000
2,567,640
14,441,101

| 部



財務諸表の注記
Malari,N_。 _ヽfQ■ e_■ 笙⊇_2_■ 2025年 6月 30日 現在

【重要な会計方針】
財務諸表の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人
会計基準協議会)に よっています。

(2).固 定資産の減価償却の方法
有形固定資産 :定率法によっています。

(3).引 当金の計上基準
該当事項はありません。

(4).外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理しています。

(5).施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当事項はありません。

(6).ボ ランティアによる役務の提供
該当事項はありません。

(7).消費税等の会計処理
現状課税免除です。

【事業費の内訳】
別紙参照

【施設の提供等の物的サービスの受入の内訳】
該当事項はありません。

【活動の原価の算定にあたつて必要なボランティアによる役務の提供の内訳】
該当事項はありません。

【使途等が制約された寄付等の内訳】
(単位 :円 )

【固定資産の増減内訳】
[税込]( 円 )

【借入金の増減内訳】
該当事項はありません.

300,000

1,981,212

1,932,732

6.615,961

300.000

1,981,212

l,932,732

6,615,961

10,829,905 10,829,905

2024年度広報活動及びゼ
ロマラリア2030キ ャン
ペーンの支援のため

パプアニューギニアヘの

日本の専門家視察に伴 う
共催者助成金

勉強会「島嶼国のマラリ
ア対策最前線パプア
ニューギニアにおけるマ

ラリア戦略」開催に伴う
共催者助成金

第2回 「アフリカにおける
感染症とUHCに 関するPre―
TICADサ ミット」開催に関
わる共催者助成金

合計

△ 15,762 362.538378,300 378,300

:362.538378.300 378,300 z:ゝ  15,762
什器備品

合計

(1).棚 卸資産の評価基準及び評価方法
・該当事項はありません。

■ 考内 容



【役員及びその近親者との取引の内容】
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位

( )

業務委託費

,舌 計算書計

3,120,000 3.120,000

3,120,000 3.120,000

(貸借
l[こを理計 382,289 264.010

【その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らか
にするために必要な事項】
・事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給与手当及び地代家賃については、従事割合に
基づき按分しています。

円 )

科 目

「
~~~~~~~~~~~■

雨「頭T~~~~~~~~~~~~~百五¬雨τ



事業費の内訳 (別紙 )
Ma I a r i a No Mo r e J a n a n 2025年 6月 3011現 在
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ll.766.503 2、 376,999 360,954 1,713、 772 519,375 16.737、 603

15.082.336 3.192.541 681. 628 3.784. 302 1.787.744 24.528.551

(人イ牛費)
給料 手当 (事業)
通 勤 費 (事業)
法定福利費 (事業)
福利厚生費 (事業)
人件費計
(その他経費)
業務委託費
印刷製本費 (事業)
会 議 費 (事業)
旅費交通費 (事業)
広告宣伝費 (事業)
通信運搬費 (事業)
消耗品 費 {事業)
地代 家賃 (事業)
減価償却費 (事業)
保 険 料 (事業)
諸 会 費 (事業)
支払手数料 (事業)
為替 差損
その他経費計
計
′、
|]

■■目轟函□■ ■□画覇回巳コ■■皿厖睡詈田■□□題睡調 画目

46,935
2,093
66,000
1,576



財 産 目 録
Malaria No More Japain
全事業所

[税込](単位 :円 )
2025年 6月 30日 現在

【流動資産】
(現金・預金)
現   金
ル ピア

CFA

普通 預金
三菱UFJ
郵便振替口座
PayPal

現金・預金 計

(その他流動資産)

前 渡 金
前払 費用
仮 払 金
その他流動資産 計
流動資産合計

I固定資産】

(有形固定資産)

什器 備品
減価償却累計額

有形固定資産 計
固定資産合計

資産の部 合計

【流動負債】

未 払 金
社会保険料
その他

預 り 金

源泉所得税預り金等

流動負債 計
負債の部 合計

正味財産

《資産の部》

《負債の部》

2,031,307

104,333

432,000

2,567,640

42,890
(33)

Q2,8s7)
I1,830,571
(9, 180,202)
(1,981,005)
(669 364)

11,873,461

378,300

∠:ゝ 15 762

362 538

382,289

(62,567)

(319,722)

94,706

(94 706)

14,441,101

362,538

476 995

14,803,639

476 995

1生」2o過 44



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年康における●酬の有無を配載した名

")

特定非営利活動法人h:aria No恥 re Japan

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1
監事
ンノヨ タカヒロ

神余 隆博

R6年 7月 1日

R7年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

2 監事

イシケ・ フミハル R6年 7月 1日

R7年 6月 30日

年

年

月

月

日

日石毛 郁治

3 監事理事

オオキ  リンタロウ R7年 1月 11日

R7年 6月 30日

年  月  日

年  月  日大木 倫太郎

4 監事

カタヤマ タタ'シ

片山 忠

R7年 6月 13日

R7年 6月 30日

年  月  日

年  月  日

5 監事
カノウ シケ・:1キ

狩野 繁之

R6年 7月 1日

R7年 6月 30日

年  月  日

年  月  日

6 監事理事

サワヘ
. 
キョウコ R6年 7月 1日

R7年 6月 30日

年

年

月

月 日澤邊 京子

7
監事

マーティン エト
.ル
ント
.

   

  

R6年 7月 1日

R7年 6月 30日

年

年

月

月Martin Edlund

8 監事

ナカ
・シマ ミキ R6年 7月 1日

R7年 6月 30日

年 月

月

日

年 日長島 美紀

9 監事
_ンモト レイ

西本 麗

R6`午 7月 1日

R7年 6月 30日

年

年

月   日

月   日

10 監事

ヒラハ'ヤシ フミコ R6年 7月 1日

R7年 6月 30日

年

年

月

月

日

日平林 史子

11 理事

ワタナヘ' マサコ R6年 7月 l日

R7年 6月 30日

年

年

月   日

月   日渡辺 雅子

理事

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動 llalar ia ilo lhre Ja an

氏   名

1 飯塚 由美子

2 石毛 郁治

3 稲田 英之

4 大木 倫太郎

5 狩野 繁之

6 澤邊 京子

7 神余 隆博

8 高木 正洋

9 高野 哲朗

10 長島 美紀

11 西本 麗

12 松尾 美由紀

13 水野 達男

14 水戸 信彰

15 平林 史子

16 福田 加奈子




